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２Ｅ１０ 
新規事業における既存事業の組織能力活用に関する事例研究  

―ブリヂストンのリトレッド事業を事例としてー 
 

○池田周平，田中秀穂（芝浦工業大学大学院） 
pa13002@shibaura-it.ac.jp 

 
 
11.. ははじじめめにに  

急速に変化する環境の中で、企業が長期に渡って存続していくためには、今日の収益源としての
既存事業を深化しつつも、将来の収益源としての新規事業を探索していく必要がある。探索行為に
おいて、外部環境の機会を捉え、社内外で培われた資産・知識を再結合して競争優位を獲得するダ
イナミック・ケイパビリティが重要であると言われている。本報告では社内で培われた知識の活用
に注目し、米バンダグ社を買収してビジネスを開始したブリヂストンのリトレッド事業を事例とし
て取り上げ、当該事業への知識活用について特許情報などを参考に、分析した成果を報告する。 
 

22.. ダダイイナナミミッックク・・ケケイイパパビビリリテティィ  
激しい環境の変化に対応して、持続的な競争力を確保するために、企業はダイナミック・ケイパビ

リティを持つ必要があると言われている。ダイナミック・ケイパビリティとは、「企業が環境の変化
を感知し、そこに新ビジネスの機会を見出し、そして既存の知識、人財、資産（一般的資産）およ
びオーディナリ・ケイパビリティ（通常能力）を再構成・再配置・再編成する能力」である[1]。 
通常の事業活動において資産を効率的に運用するオーディナリ・ケイパビリティ以外にも、常に

その事業活動を批判的に観察して、既存事業が衰退する傾向をいち早く察知する高次のダイナミッ
ク・ケイパビリティを持つことで、事業環境が変化した場合であっても競争力を維持し続けること
ができる。ダイナミック・ケイパビリティは、大きく 3 つの能力に分割できると言われている。機
会や危機を感知する能力（以下、感知）、機会を捉え、既存の資産、知識、技術等を再構成して競争
優位を獲得する能力（以下、捕捉）、競争優位を持続的なものにするために、組織全体を常に刷新し、
変容する能力（以下、変容）である。Teece は知識を結合する能力は、その知識や能力自体が企業
内で構築されるものであるため、模倣が難しいと述べている[2]。したがって、知識を結合する能力
は持続的な競争優位につながるものと考えられる。 

Tushman(2010)は、両利きの経営において、新規事業展開をする際の組織デザインと各種イノベー
ションのパフォーマンスについて分析したものであるが、これによれば、既存事業の技術や営業力
を利用することが新規事業のパフォーマンスにおいて効果的であるとしている[3]。 

 
33.. 事事例例分分析析対対象象企企業業ににつついいてて  

本研究においてはブリヂストンのリトレッド事業を題材として事例研究をおこなったため、ブリ
ヂストンの状況についてまとめる。 
33..11.. ブブリリヂヂスストトンンののビビジジネネススモモデデルルのの変変遷遷ととダダイイナナミミッックク・・ケケイイパパビビリリテティィ  
ブリヂストンは外部環境の変化を鑑み、

2020 年からを第 3 の創業と位置づけ、
2050 年にかけて既存のタイヤ・ゴム事業
の強みを生かしたソリューションカンパ
ニーへ変化しようとしている[4]。 

これまでのタイヤ・ゴム事業をコア事業
と位置づけつつ、タイヤやモビリティか
ら得たデータを活用して、新たな価値を
生み出すソリューションビジネスを展開
していく。 
ブリヂストンは 2020 年から初めてソリ

ューションビジネス を展開したわけで

表１：ソリューションビジネス の展開

2E10
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はない。ブリヂストンはトラック・バス向けタイヤのコモディティ化が進んでいる中、2007 年にリ
トレッドタイヤ世界最大手の米バンダグ社を買収し、2008 年からリトレッドタイヤを用いたソリュ
ーションビジネスを展開している[5]。 

その後 2011 年発行の Annual Report には、R&D の項目に新しいソリューションビジネス の開発
を推進している旨が記載されており、2012 年発行の Annual Report には、Mid-Term Management 
Plan 2012 として「Creation of New Customer Value through Technology and Business Model 
Innovation」を掲げている[6]。 
その後ブリヂストンが毎年発行しているブリヂストンデータには、2015 年から、ソリューション

ビジネス の記載があり、2008 年からビジネスをスタートしているリトレッドタイヤ以外にも、様々
なソリューションビジネス を展開している[7]。 
このブリヂストンのビジネスモデルの変遷を見ると、ブリヂストンはダイナミック・ケイパビリ

ティの基に自社を変革して行ったものと考えられる。ブリヂストンは、競争環境の激化から自社ビ
ジネスの危機を感知し、社内外の資産や知識を利用することでビジネスモデルをデザインすること
により、危機に対抗し、企業全体として自社のコア事業の資産を活用したソリューションビジネス 
の展開を行い持続的なビジネスを展開しようとしている。 

 
33..22.. ブブリリヂヂスストトンンののリリトトレレッッドドタタイイヤヤ事事業業ととダダイイナナミミッックク・・ケケイイパパビビリリテティィ  
リトレッド事業もダイナミック・ケイパビリティの基にビジネスが勃興したものと考えられる。 
リトレッドタイヤとは、トレッド面の磨り減ったタイヤを捨てずに表面のゴムを貼り替えて使用

されるタイヤである。先述した通り、ブリヂストンは米バンダグ社を買収し、2008 年からリトレッ
ドタイヤを用いたソリューションビジネスを展開していった。 
ブリヂストンがリトレッドタイヤと一緒に提供したソリューションビジネスは、エコバリューパ

ックという、顧客の運行形態・使用条件など様々なニーズに合わせ、「新品・リトレッド・メンテナ
ンス」の３つを組み合わせたカスタマイズな提案で、顧客の経費削減。安全運行・環境対応の実現
を目指すものである。そして、このエコバリューパックには、タイヤ費用・工賃・タイヤメンテナ
ンスを全車・事業所単位で一括してブリヂストンが請け負うトータルパッケージプラン（TPP）と、
タイヤメンテナンスのみを請け負い、顧客は通常通りタイヤを購入し、タイヤ交換時やリトレッド
時に、その都度料金を払う、タイヤ＆メンテナンスプラン（TMP）のメニューが用意されている[5]。 
ブリヂストンは、バンダグ買収以前よりリトレッド事業を行なっていた。バンダグ買収以前は、

リ・モールド方式という方法を用いてリトレッド事業を展開していた[8]。この方法は、トレッド押
出・加硫工程などで用いる設備として新品タイヤとほぼ同じ規模・使用のものが必要となり、大掛
かりな設備を導入しなければならない[9]。 
一方でバンダグ社は、プリキュア方式という、予め加硫しておいたトレッドを、未加硫ゴムを挟ん

で台タイヤに巻きつけ、加硫缶と呼ばれる圧力容器にいれて加硫する方法を展開していた。この方
法は、リモールド方式のような大掛かりな設備は必要がない。バンダグ社の持つプリキュア方式は、
多数の地域で少量多品種生産が可能になる[5]。これにより、事業者に対するきめ細かいサービスが
実現できるため、ソリューションビジネス の展開に有利になる[8]。 
さらに、当時のリトレッドタイヤの需要を増加させていくための課題として、耐久性が挙げられ

ていた[10]。ブリヂストンの台タイヤはその耐久性に定評があったため[5]、リトレッドタイヤの普及
に台タイヤの資産を活用できたものと考えられる。 
リトレッド事業において、トラック・バス向けタイヤのコモディティ化という脅威に対抗するた

めのビジネスモデルの実現に向けて外部企業のリソース利用の機会を感知し、外部企業の買収を実
行し、自社リソースと組み合わせることで、競争力を維持しようとしている様子が観察できる。 
 

44.. 研研究究のの目目的的  
このようにブリヂストンのリトレッドタイヤにおいて、ダイナミック・ケイパビリティを基にし

て事業展開が行われた様子が観察でき、かつ、既存事業で培った資産を活用して事業展開していっ
たものと考えられる。本研究ではより具体的にブリヂストンのリトレッドタイヤにおいて、どのよ
うに組織能力が活用されたかを明らかにすることを目的としている。 

 
55.. 分分析析  
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本研究の分析は、既存事業で開発経験のある発明者を媒介して、リトレッド事業での知識活用が
行われたことを想定し、本事業における組織能力の活用の経緯を、特許情報を基に明らかにした。 
55..11.. ププリリキキュュアア方方式式のの工工程程整整理理  
  プリキュア方式は、安心な台タイヤだけを選別する台タイヤ検査工程と、新たなトレッドを再生
するトレッド貼付工程、製品検査工程に分かれる。この中でトレッド貼付工程は、大体や表面のト
レッドゴムを削り取り接着面を形成するバッフィング工程と、未加硫ゴムを貼り付けた後、予めパ
ターンがついたトレッドゴムを貼り付けるトレッドゴム貼付工程と、加硫缶の中で熱と圧力を加え、
トレッドゴムと台タイヤを加硫接着する加硫工程と、を含む。今回はこのトレッド貼付工程に着目
して、ブリヂストンの特許情報を用いた分析を行った[11]。 
  
55..22.. 分分析析方方法法のの整整理理  
55..22..11.. 分分析析母母集集団団のの抽抽出出ととリリトトレレッッドド関関連連特特許許のの特特定定  
 パナソニック ソリューションテクノロジー社が提供していている Patent Square を用いて 2005
年 4 月以降優先日であり、出願人に BRIDGESTONE の記載がある特許を抽出し、分析母集団として設
定した。母数は、ファミリ数で 18.315 件だった。 
 抽出した母集団の特許から、前述したトレッドゴム貼付工程の作業内容を参考に、リトレッドゴム
貼付工程に該当する IPC
を抽出し、この IPC が付
与されている特許をリ
トレッド関連特許とし
た。なお、加硫技術につ
いては、リモールド方式
やリトレッド方式では
ないタイヤ技術にも使
用される工程のため、リ
トレッドに関連する特
許として抽出するがの
難しいと考え、本分析で
は使用しないこととした。 

 
55..22..22.. 分分析析  ::  既既存存事事業業のの発発明明者者にによよるるリリトトレレッッドド事事業業ででのの知知識識活活用用  
分析は、下記の流れにより行った。（以下、分析１） 
① リトレッド関連特許に記載されている発明者を抽出し、過去にリトレッド関連特許以外の特許

（以下、既存事業特許）の発明を行っている発明者（リトレッド発明者）を抽出。 
② リトレッド発明者のうち、リトレッド関連特許の出願以前に既存事業特許を発明している発明

者のうち、既存事業特許とリトレッド関連特許とを比較して同様の IPC が付与されている発明
者（媒介発明者候補）を抽出。 

③ 特許の内容を読み、既存事業特許とリトレッド関連特許との共通性を見出せた場合には、その
発明者を既存事業の知識をリトレッド事業へ活用するための媒介となった発明者（以下、媒介
発明者）として抽出。 

④ 媒介発明者の発明したリトレッド関連特許とプレスリリース情報とを対比し、リトレッド事業
に対する既存事業の組織能力活用を確認。 

また、分析１以外に、プレスリリース情報に記載されている技術情報をもとに、関連性のある特
許情報を抽出し、リトレッド発明者の関与を確認し、関与している発明者を媒介発明者として追
加した。（以下、分析２） 
 

55..33.. 分分析析結結果果  
55..33..11.. 分分析析のの結結果果  
 上記分析の結果、媒介発明者は合計 16 名となり、上記分析１の③及び分析２で抽出した媒介発明
者が開発したリトレッド関連特許は合計 18 件となった。表３は今回抽出した媒介発明者及びリト
レッド関連特許をリトレッドタイヤの構造別に分けたものである。トレッドゴムとクッションゴム

表２：本研究における各工程と IPC との対応関係 
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と比較して、台タイヤに関与する媒介発明者数、
特許件数が多いことが分かる。このことから、既
存事業の知識の活用においてはブリヂストンの
強みである台タイヤの知識を優位に活用してい
たものと考えられる。 
 

55..33..22.. ププレレススリリリリーースス情情報報ととのの比比較較  
リトレッド事業においてリリースされた製品の技術内容や機能を確認し、当該技術内容や機能に
対応する記載がある特許情報を抽出した。M890 はプリキュア方式を用いたリトレッド事業を開始す
る前に販売されたものである。その後リトレッド事業開始後、4 つの製品をリリースしているが、
それらの製品の技術・機能の記載に類似する特許が媒介発明者を発明者として出願されている。媒
介発明者により既存事業の知識がリトレッド事業へ活用され、実際にその知識を用いた製品が販売
されていることが観察された。 

表４：リリース製品と媒介発明者が開発した特許情報との対比 

 
 
66.. 結結論論  

本研究は、ブリヂストンのリトレッド事業について、既存事業の知識の活用状況を分析した。その
結果、リトレッド事業での開発経験の前に、既存事業での開発経験を持つ発明者を通じて、既存事
業の知識をリトレッド事業へ活用している様子が観察された。さらに、既存事業の知識の中でも台
タイヤの知見が優位に活用されていることが観察された。当時のリトレッド普及の課題として台タ
イヤの耐久性が挙げられている中で、バンダグ社の知識に対してブリヂストンの既存事業で蓄積さ
れた台タイヤの知識結合が行われ、シナジー効果が得られたものと考えられる。 
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